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研究成果の概要（和文）：本研究では、労働市場制度が賃金格差の抑制に果たす役割を検証した。特に、最低賃
金で働く労働者の殆どが特定の人口学的属性を持つという事実に着目して、過去数十年間に渡り最低賃金の変化
が賃金と労働者の属性の間の関係に与えた影響を賃金の分位点ごとに推定した。さらに、最低賃金の変化が学
歴・年齢・男女間の賃金格差と同じ学歴で同じ年齢で同じ性別の労働者の中の賃金格差の趨勢にどのような影響
を及ぼしてきたか定量的に評価した。

研究成果の概要（英文）：This study examines the role of labor market institutions as measures to 
prevent a rise in wage inequality. In particular, we focus on the fact that the minimum wage minimum
 wage workers are concentrated in specific demographic groups and estimate the extent to which 
changes in the minimum wage over recent decades have affected the relationship of hourly wages with 
workers’ characteristics across quantiles of the wage distribution. Moreover, we quantitatively 
evaluate the contribution of the minimum wage to changes in the wage differential among workers with
 different education, experience, and gender and those in the wage differential among workers with 
the same education, experience, and gender

研究分野： 労働経済学

キーワード： 賃金格差　労働市場制度

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年格差拡大に対する懸念が拡大するにつれて、労働市場制度が格差抑制に果たす役割に対する期待が高まって
きている。賃金格差には、異なる属性を持つ労働者の間の格差と同じ属性を持つ労働者の中の格差の二種類があ
る。本研究では主に、分位点回帰の手法を用いて、過去数十年間に渡り最低賃金の変化がその二種類の賃金格差
の趨勢にどのような影響をどの程度及ぼしてきたか明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) 近年格差拡大に対する懸念が高まるにつれて、賃金格差の抑制は重要な政策課題になって
きている。このような状況の中、格差抑制のための政策として最低賃金をはじめとする労働市場
制度に対する期待が大きくなってきている。しかし実際のところ、そのような政策にどの程度の
効果があるだろうか。最低賃金の影響を分析した研究はこれまでに多くあるが、大半の研究は雇
用喪失の効果をはじめとする最低賃金の副作用の有無を示すことに焦点を当てている。本研究
では、過去数十年間に渡る法定最低賃金の引き上げが賃金格差の抑制にどの程度寄与してきた
か検証する。 
 
(2) 過去数十年の間に多くの先進国で賃金格差が拡大してきたが、その一方で賃金格差の伸び
率は国によって異なっている。先進国の中には、賃金格差が拡大したところだけでなく、賃金格
差が縮小したところもある。そのような違いは何によってもたらされているだろうか。賃金格差
の要因を分析した研究はこれまでに多くあるが、大半の研究は一国内の変化に焦点を当ててい
る。労働市場制度は国ごとに異なるが、本研究ではそのような違いが国家間の賃金格差の変化に
影響を及ぼしてきたかどうか検証する。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 本研究の目的は、労働市場制度が賃金格差の抑制に果たしてきた役割を多面的に検証する
ことである。まず一つの国に焦点を当てて、最低賃金の影響が最も直接的に表れる賃金分布への
影響を分析する。先進国において、最低賃金で働く労働者は全体の一割に満たないので、最低賃
金の引き上げがその国の賃金構造に及ぼす影響の大きさは、その影響が最低賃金よりも高い賃
金で働く労働者の賃金にどの程度波及するかに依存する。本研究では、波及効果を考慮して、最
低賃金が賃金に与える影響を分位点ごとに推定する。さらに、最低賃金で働く殆どの労働者が低
学歴・若年・女性のいずれかであるという事実を踏まえ、最低賃金が学歴・経験（年齢）・男女
間格差の趨勢に与える影響を定量的に評価する。 
 
(2) 次に、OECD 諸国において、労働市場制度が賃金格差に及ぼす影響を分析する。このとき、
最低賃金の水準だけでなく団体交渉権の範囲と雇用保護法の厳格さを労働市場制度の指標とし
て用いることによって、労働市場制度の影響をより幅広い観点から検証する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 賃金格差には、異なる属性を持つ労働者の間の格差と同じ属性を持つ労働者の中の格差の
二種類がある。前者は学歴・年齢・男女間の格差のことであり、後者は同じ学歴で同じ年齢で同
じ性別の労働者の中の格差のことである。先行研究では、前者の格差は技術進歩や労働力の構成
や差別に起因すると考えられ、後者の格差は観察できない能力や制度に起因すると考えられて
いる。本研究では、分位点回帰の手法に基づいて、前者を分位点ごとに異なる属性を持つ労働者
の賃金の違いから測定する一方で、後者を同じ属性を持つ労働者の賃金の分位点間の距離から
測定する。このとき、最低賃金が賃金方程式の係数に与える影響を分位点ごとに推定すれば、最
低賃金が二種類の賃金格差に与える影響を定量的に評価できる。推定には州別年別に法定最低
賃金が大幅に異なる米国の労働者の反復横断データを用いる。 
 
(2) 賃金格差は、異なる属性を持つ労働者の平均賃金の比率としても定義できる。このとき、集
計生産関数の観点から考えると、賃金格差は二つの異なる労働投入量の価格比である。それゆえ
に、市場が競争的であるとき、賃金格差は技術的限界代替率に等しい。本研究では、この条件が
労働市場制度の強さに応じて乖離する可能性を考慮して、技術的限界代替率を一定とした下で、
労働市場制度が賃金格差に与える影響を推定する。推定には OECD 諸国の縦断データを用いる。 
 
４．研究成果 
(1) 米国における主要な実証結果は、次のとおりである。第一に、最低賃金が引き上げられると、
賃金分布の下端において賃金が上昇し、教育年数・経験年数・性別が賃金に与える影響が低下す
る（図 1）。第二に、最低賃金には波及効果があるものの、大抵の場合は第一五分位に限られる。
第三に、最低賃金の変化は学歴・経験・男女間格差の趨勢を部分的に説明する。最後に、職業経
験の浅い労働者に限れば、最低賃金の変化は同じ学歴で同じ年齢で同じ性別の労働者の間の賃
金格差の趨勢の大半を説明する。 
 
(2) OECD 諸国における主要な実証結果は、次のとおりである。第一に、団体交渉権の範囲が狭



まると、大卒未満の労働者の男女間賃金格差が若干縮小する。このとき、学歴間賃金格差は若干
拡大するが、その効果は統計的に有意ではない。第二に、雇用保護法の厳格さと最低賃金の水準
が変化しても、平均で見たときの学歴間賃金格差と男女間賃金格差は有意に変化しない。最後に、
国家間の学歴間賃金格差の変化の違いの大半の部分は、労働投入量と資本投入量の構成の変化
の違いによって説明される。 
 

図 1：最低賃金が賃金構造に与える影響 
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